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第８期介護保険事業計画値との比較検証 

 

１．人口及び被保険者数の推移 

◇総人口は、令和４年度９月末時点で、53,390人となっています。計画値（54,061人）と比較し、1.24
ポイント下回っています。 

 ◇第１号被保険者数は、17,921人となっており、0.17ポイント上回っていますが、ほぼ計画値（17,952人）
どおりに推移していると言えます。 

 ◇高齢化率は、33.57％となっており、ほぼ計画値（33.21%）どおりに推移しています。 
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２．要支援・要介護認定者数の推移 

 

 ◇認定者数は、９月末時点で3,729人となっており、計画対比（3,690人）で1.06ポイントの増加、前年度
実績との比較では、3.12ポイント減少している状況となっています。 

 

 ◇認定率は、20.48％（第１号被保険者のみの場合）と、全国実績値（19.06％）、全道実績値（20.63％）
と比較すると全道の実績値を下回りました。 

  第１号被保険者の認定率の推移は、第７期計画期間中（H30～R02）は、20.7％から20.6％とほぼ横ば
いで推移し、第８期計画に入り、令和３～４年度は20.85％から20.48％と0.37ポイント減少しています。 

 

 ◇要介護度別をみると、軽度（要支援１～要介護２）の認定割合が14.06％と、0.13ポイント減少してお
り、重度（要介護３～５）については6.42％と、0.24ポイントの減少となっております。直近の推移を
みると減少と増加を繰り返していましたが、令和４年度においては減少に転じました。現状の分析を
行った上で、引続き重度化防止の取組を実施していく必要があると考えます。 

 

 ◆全国・全道の認定率の推移は、軽度・重度ともに、国・道とも横ばい傾向で推移してきておりますが、
令和３年度から令和４年度にかけては、認定率が上昇しています。 
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３．介護給付等サービスの利用状況 

 

（１）居宅サービス 

 ◇訪問介護 

・令和４年度介護サービスは、実績で44,605回、3,920人で計画値（40,362回、4,224人）に対して、110.5％、
92.8％となり、前年と比べて利用人数、利用回数ともに減少しています。 

 実績比較では、第７期から前年までを比較すると利用人数、利用回数ともに減少傾向にあり、令和３年
度に一度、増加していますが、再び減少傾向に転じています。 

・令和４年度介護予防訪問介護サービスは、平成３０年度から介護予防・日常生活支援総合事業へ移行し
たため、利用実績は０回となっております。 

 

 ◇訪問入浴介護 

 ・令和４年度介護サービスは、実績で94回、44人、計画値（238回、72人）と比較すると、回数は39.6％、
人数は61.1%となっています。 

  実績比較では、第７期から前年までの推移をみると、利用回数は横ばいですが、利用人数は減少してき
ていたのが、増加に転じました。 

・令和４年度介護予防訪問入浴介護サービスは、利用実績が０回となっております 

 

 ◇訪問看護 

 ・令和４年度介護サービスは、実績で10,708回、1,939人、計画値（12,301回、2,316人）との比較では、
回数87.1％、人数83.7％となっています。 

実績比較では、第７期からの推移をみると回数、利用人数ともに減少傾向にあり、令和３年度には増加
していたのが、再び減少に転じています。 

 ・介護予防サービス分は実績4,047回、788人で、計画値（3,100回、756人）に対し 

  それぞれ130.6％、104.2％となり、前年との比較では、回数、人数ともに減少しています。 

 

 ◇訪問リハビリテーション 

 ・令和４年度介護サービスは、実績で1,918回、210人、計画値（3,144回、348人）に対して、それぞれ61.0％、
60.3％となっています。 

第７期との実績比較では、回数、利用人数ともに増加していましたが、令和３年度との実績比較では、
回数、利用人数ともに減少となっています。 

 ・令和４年度介護予防サービス分は、実績514回、68人で、前年との比較では回数、人数ともに減少となっ
ています。 

 

 ◇居宅療養管理指導 

・令和４年度介護サービスは、実績で1,095人、計画値（864人）の126.7％となり、第７期から前年まで
の推移をみると、増加傾向となっており、令和３年度との実績比較では、127.3％の増加となっていま
す。このサービスは、第７期中に、療養管理指導の対象となる事業所増加により、利用が増加傾向にあ
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るものです。 

・令和４年度介護予防サービスは、実績で116人、計画値（144人）の80.6％となっています。 

 

 ◇通所介護 

 ・令和４年度介護サービスは、実績で13,462回、1,806人、計画値（12,922回、1,560人）に対し、それぞ
れ104.2％、115.8％となっており、回数、人数ともに第７期との実績比較では、93.6％、93.0％となっ
ています。前年度と比較すると増加に転じています。 

・令和４年度介護予防サービスは、平成３０年度から介護予防・日常生活支援総合事業に移行されたため、
利用実績は０回となっています。 

 

 ◇通所リハビリテーション 

 ・令和４年度介護サービスは、実績9,583回、1,465人で、計画値（8,629回、1,392人）に対して、それぞ
れ111.1％、105.2％となっています。第７期中は減少傾向にあり、令和３年度に増加に転じていました
が、令和３年度と令和４年度の実績比較では、利用回数、人数ともに再度、減少しています。 

 ・介護予防サービス分は実績554人で計画値（852人）の65.0％となっており、令和元年度から減少傾向に
あるといえます。 

 

 ◇短期入所生活介護 

・令和４年度介護サービスは、実績で9,090日、698人、計画値（13,571日、804人）に対して67.0％、86.8％
となっています。実績比較では、第７期から比較すると減少傾向となっています。 

・令和４年度介護予防サービスは、実績で363日、47人、計画値（86日、12人）に対して、それぞれ420.1％、
391.7％と昨年同様、大幅な増加となっています。昨年度との実績比較は、微増となっています。 

   

 ◇短期入所療養介護（介護老人保健施設） 

・介護サービス分は実績406日、50人で、計画値（941日、120人）に対して、それぞれ43.2％、41.7％と
なっています。実績比較では、第７期から減少傾向となっています。 

・介護予防サービス分は実績66日、10人であり、計画値（54日、12人）に対して、それぞれ122.2％、83.3％
となっています。実績比較では、横ばい傾向となっています。 

 

 ◇短期入所療養介護（介護療養型医療施設等） 

・介護サービス分は実績2,139日、80人で計画値（3,766日、132人）に対して、それぞれ56.8％、60.6％
となっています。 

 ・介護予防サービス分は実績0日、0人で、過去実績についても日数、人数とも少ないことから、計画値を
見込んでいません。 

 ・介護療養型医療施設は令和５年度末（2024年3月末）に廃止が決定しているため、今後も利用実績は減
少すると見込まれます。 
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◇短期入所療養介護（介護医療院）  

 ・介護サービス分は実績107日、18人であり、過去実績についても日数、人数は少ないことから計画値
を見込んでいないため、皆増となっています。 

  令和３年度において、既存１施設の介護医療院への転向により、実績が増加したサービスであり、前
年度と実績を比較しても、大幅に増加しています。 

 

◇福祉用具貸与 

 ・令和４年度介護サービスは、実績で6,026人、計画値（5,748人）に対して104.8％となっておりますが、
第７期から前年度までの推移は横ばいの傾向にあります。 

 ・介護予防サービス分は実績3,263人で、計画値（3,168人）に対して103.0％となっています。実績比較で
は、第６期から第７期まで増加傾向にあり、第８期に入り横ばい傾向にあります。 

 

 ◇特定福祉用具購入費 

 ・令和４年度介護サービスは、実績で112人、計画値（120人）に対して93.3％になっています。実績比較
では、第６期から横ばい傾向が続いています。 

 ・令和４年度介護予防サービスは、実績で73人、計画値（108人）に対して67.6％となっていますが、実
績比較では、平成３０年をピークに利用者数は減少しており、令和２年度から横ばい傾向となっていま
す。 

   

 ◇住宅改修費 

 ・令和４年度介護サービスは、実績88人で、計画値（108人）に対して81.5％になっています。実績比較
では、前年度と比べて利用者は減少しています。 

 ・令和４年度介護予防サービスは、実績で87人、計画値（132人）に対して65.9％となっていますが、第
６期からの推移をみると、100人程度の利用で、ほぼ横ばいと言えます。 

 

 ◇特定施設入居者生活介護 

 ・令和４年度介護サービスは、実績で576人、計画値（564人）に対して102.1％になっています。実績比
較では、前年度と比較してほぼ横ばいで推移しております。 

・令和４年度介護予防サービスは、実績で92人、計画値（96人）に対して95.8％となっていますが、実績
比較では、前年度と比較して微減しております。 

   

 ◆令和４年度時点のトレンド 

平成３０～令和４年度（第7期～第8期）までのデータからみた令和４年度時点でのサービス量の推移は、
介護給付サービスにおいては、訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーショ
ン、短期入所生活介護、短期入所療養介護（介護老人保健施設、介護療養型医療施設）で減少傾向がみ
られます。一方、居宅療養管理指導、通所介護、短期入所療養介護（介護医療院）に関しては増加傾向
が見られ、このほかの居宅サービスについては、おおむね横ばい傾向（微減・微増）といえます。 
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・介護予防サービスでは、総合事業へ移行した介護予防訪問介護、介護予防通所介護では令和元年度以降
で実績が０となりました。一方、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション
に関しては減少傾向が見られます。このほかの予防サービスについては、おおむね横ばい傾向（微減・
微増）で推移しています。厚生労働省が提供している介護保険見える化システムでは、後志広域連合の
第一号被保険者のピークが2020年となっています。そのため今後人口減少とともに、サービス量も緩や
かに減少傾向になると推計されています。 

 

（２）地域密着型サービス 

 ◇定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 ・令和４年度実績126人、計画値（120人）に対して105.0％になっています。 

広域管内でサービスを提供する事業所は、現在のところありません。 

 

◇認知症対応型通所介護 

・令和４年度介護サービスは、実績で443回、67人で計画値（1,014回、108人）に対して、それぞれ43.7％、
62.0％となっています。第６期からの実績比較では、減少傾向にありましたが、前年度の実績比較で増
加となっています。 

  

◇認知症対応型共同生活介護 

 ・令和４年度介護サービスは、実績の回数で1,849人、計画値（2,028人）に対して、91.2％になっていま
す。実績比較では、第６期からは増加傾向にありましたが、第7期では横ばい、第８期に入り減少傾向
となっています。 

・令和４年度介護予防サービスは、実績10人で、計画値（24人）に対して、41.7％になっています。 

 

◇小規模多機能型居宅介護 

 ・令和４年度介護サービスは、実績429人で、計画値（324人）に対して132.4％になっています。 

・令和４年度介護予防サービス分は実績2人で、過去実績については人数が少ないことから計画値を見込
んでいないため、皆増となっています。 

 ・令和元年６月から、広域管内でサービスを提供する事業所が指定登録されたことから、第７期から実績
が増加したサービスとなります。 

 

 ◇地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 ・令和４年度実績は789人で、計画値（816人）に対して96.7％になっています。 

実績比較では、第６期と比較して増加傾向、第７期からは横ばい傾向が続いています。 

 

 ◇地域密着型通所介護 

 ・令和４年度介護サービスは、実績で27,548回、3,711人、計画値（34,956回、4,704人）に対して、それ
ぞれ78.8％、78.9％となっています。 
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 ◆令和４年度時点のトレンド 

 ・平成３０～令和４年度（第7期～第8期）までのデータからみた令和４年度時点でのサービス量の推移は、
認知症対応型共同生活介護が減少傾向にあるほか、地域密着型通所介護が前年度から減少に転じてい
ます。そのほかのサービスについては、おおむね横ばい傾向（微減・微増）といえます。 

 

（３）施設サービス 

 ◇介護老人福祉施設 

 ・令和４年度実績は6,683人で、計画値（6,924人）に対して96.5％となっています。実績比較では、第６
期当初をピークに減少傾向が続いていましたが、令和２年度に増加し、第８期においては、再度減少傾
向がみられます。 

 

 ◇介護老人保健施設 

 ・令和４年度実績は3,095人で、計画値（3,048人）に対して101.5％となっています。 

実績比較では、第６期から減少傾向が続いていましたが、令和２年度に増加し、横ばい傾向となってい
ます。 

 

 ◇介護療養型医療施設 

 ・令和４年度実績は14人で、計画値（324人）に対して4.3％となっています。第７期、第８期でそれぞれ
既存施設の移行や改築による新設があったことから、実績は減少傾向にあります。介護療養型医療施設
は令和５年度末（2024年3月末）に廃止が決定しているため、今後利用実績は減少すると見込まれます。 

 

 ◇介護医療院 

 ・令和４年度実績は1,471人で、計画値（1,344人）に対して109.5％となっています。 

第７期から利用者は増加しています。介護療養型医療施設の廃止に伴い、利用実績が増加傾向にあるも
のです。 

  

 ◆令和４年度時点のトレンド 

 ・平成３０～令和４年度（第7期～第8期）までのデータからみた令和４年度時点でのサービス量の推移は
介護療養型医療施設に減少、介護医療院に増加傾向が見られます。そのほかのサービスについては、お
おむね横ばい傾向（微減・微増）といえます。 
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（４）居宅介護支援 

 ・令和４年度介護サービス分は実績10,307人で、ほぼ計画値（10,824人）どおりの95.2％となっています。
実績比較においては、前年と比較し、減少となっています。 

・介護予防サービス分は実績4,353人で、計画値（3,840人）に対して113.4％となっています。実績比較に
おいては、減少傾向にありましたが、令和３年度で増加し、横ばいの状態にあります。 

 

 ◆令和４年度時点のトレンド 

 ・居宅介護支援サービスは、減少傾向、介護予防支援サービスは、おおむね横ばいと言えます。 

 

 

 

 ◆令和４年度まとめ 

 ・利用サービス量は全体的に減少傾向にあります。令和４年度においては、コロナ禍によるサービスの利
用控えの影響があったものと推測されます。逆に利用が増加している主なものとしては、居宅療養管理
指導、通所介護、介護医療院が挙げられます。 

 ・居宅療養管理指導は第７期に対象事業所が増加して以来、増加傾向にあり、コロナ禍においてもサービ
ス利用が増加しています。 

 ・通所介護については、一方で地域密着型通所介護が大幅に減少していることから、地域密着型通所介護
事業所の統合による影響による増加と考えられます。 

 ・介護医療院は、令和３年度に古平町の医療施設を改築したことによる新設によって、利用が増加傾向に
あります。 

 ・この他、予防短期入所生活介護については、前年同様に計画値を大幅に上回り、かつ、利用も増加傾向
にあることから、需要が高いサービスであると考えられます。 
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（１）介護給付サービス量 
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（２）介護予防・地域密着型介護予防サービス量 

 
 

４．標準給付費の状況 

（１）居宅サービス 

 ・令和４年度介護サービス給付費の居宅サービス計は、実績額667,835千円で計画対比96.09％と、ほぼ計
画値通りの実績となっています。計画と実績の対比において、大きく乖離している主なサービスは、訪
問入浴介護（40.59％）、訪問リハビリテーション（60.61％）、居宅療養管理指導（139.21％）、短期
入所生活介護（71.01％）短期入所療養介護（介護老人保健施設）（42.96％）短期入所療養介護（介護
療養型医療施設等）（56.04％）があげられます。 

  

・令和４年度介護予防サービス給付費は、実績額74,232千円、計画対比で86.62％となっており、計画を
少し下回る結果となっています。計画と実績の対比において、乖離している主なサービスは、介護予防
訪問看護（124.09％）、介護予防訪問リハビリテーション（38.01％）、介護予防居宅療養管理指導
（72.07％）、介護予防通所リハビリテーション（59.30％）、介護予防短期入所生活介護（424.21％）、
特定介護予防福祉用具購入（77.76％）、介護予防住宅改修（71.93％）があげられます。 

 

（２）地域密着型サービス 

 ・令和４年度介護サービス給付費の地域密着型サービス計で、実績額996.012千円、計画対比92.03％と
なっています。計画と実績の対比において、乖離している主なサービスは、定期巡回・随時対応型訪問
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介護看護（143.99％）、認知症対応型通所介護（36.59％）、複合型サービス（288.32％）、地域密着
型通所介護（79.90％）があげられます。 

・令和４年度介護予防サービス給付費は、実績額2,351千円、計画対比で42.38％となっています。 

 

（３）施設サービス 

 ・令和４年度施設サービス給付費は実績額3,006,327千円で計画対比96.80％となっています。介護老人福
祉施設（97.38％）、介護老人保健施設（102.70％）、介護療養型医療施設（3.84％）、介護医療院(108.94％)
となっています。 

 

（４）居宅介護（介護予防）支援 

 ・令和４年度居宅介護支援給付費は147,715千円で計画対比97.71％、介護予防は19,901千円で計画比
112.37％と計画値を少し上回っています。 

 

 ◆令和４年度の標準給付費は5,405,925千円となり、計画値（5,587,666千円）と比較すると96.75％となっ
ています。内訳をみると、介護給付サービスは計画対比95.71％、介護予防サービスは88.55％、総給付
費で計画対比95.56％となっています。そのほか、特定入所者介護サービス費等給付費が計画対比
103.49％、高額介護サービス費等給付額は130.26％、高額医療合算介護サービス費等給付額は93.23％、
審査支払手数料は98.05％となっています。 
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５．地域支援事業の実施状況 

 

 ◆令和４年度の地域支援事業の実施状況は、費用合計で575,022千円となり、計画値（614,387千円）の
93.59％となっています。内訳でみると、計画値に対する実績値の割合で介護予防・日常生活支援総合
事業が86.95％、包括的支援事業・任意事業が97.59％となっています。実績額の前年比較では、介護予
防・日常生活支援総合事業が100.41％と0.41ポイントの増加、包括的支援事業・任意事業が104.94％と
4.94ポイントの増加となっています。 

 

 

 


